
第４期静岡県地域福祉支援計画（中間見直し）の概要

１ 基本目標（目指すべき将来像）
一人ひとりが主体的に地域づくりに参画し、人と人、人と社会がつながる孤立しない地域共生社会

２ 計画期間：令和３年度から令和８年度までの６年間。３年で中間見直し

３ 位置付け：社会福祉法に基づき策定し、本県の地域福祉施策の方向性を示す。

◎「社会福祉法」の改正、施行（Ｒ３～）
・社会福祉法改正により、包括的支援体制の整備に向けた「重層的支援体制整備事業」を創設。
・令和４年度から県内各市町において、地域の実状や特色等を活かした取組を開始。

◎「孤独・孤立対策推進法」の施行（Ｒ６～）
・国及び地方において総合的な孤独・孤立対策に関する施策を推進するため、「孤独・孤立対策
推進法」の施行。（令和６年４月）

・本県では、団体間の連携・協働に向けた「ふじのくに孤独・孤立対策プラットフォーム」を設置。
（令和５年９月）

◎「認知症基本法」の施行（Ｒ６～）
・認知症の人を含めた一人ひとりが支え合う共生社会に向けて「認知症基本法」の施行(令和６年１月)
・日常生活及び社会生活基盤となるサービス提供事業者に認知症の人に対する配慮責務を規定。

◎コロナ禍を通じて顕在化した様々な地域福祉課題
・ひきこもり状態にある人は、15～64 歳のうち約 50 人に１人（令和４年推計値：全国 146 万人、
本県４万人）

・本県の自殺者数は 539 人(令和３年)から 605 人（令和４年）に増加。特に中高年の男性が顕著

Ⅰ 共生の意識づくり

１ 「地域共生」の意識の醸成

２ 家庭や地域における多様な世代に対する

福祉教育の推進

３ 学校における福祉教育の推進

Ⅱ 共生の地域づくり

１ 住民の地域活動への参加・交流の促進

２ 多様な主体による双方向型の地域活動の推進

３ ユニバーサルデザインと福祉のまちづくりの

推進

４ 新しい生活様式を踏まえた防災・防犯の

地域づくりの推進

Ⅲ 福祉の基盤づくり

１ 包括的な支援体制構築の推進

２ 希望や自立につなぐセーフティネットの整備

３ 権利擁護の推進 ・

４ 福祉サービスを担う人材の養成・確保

５ 福祉サービスの適切な利用の推進と質の

一層の向上

計画の概要 地域福祉を取り巻く最近の状況

第４期静岡県地域福祉支援計画 中間見直し（Ｒ６～）

(1) 施策体系 (2) 主な取組 ＜新規・拡充＞ (3) 主な数値目標

Ⅰ 共生の意識づくり

（人権を尊重し認め合う共生の意識の浸透）

○障害者差別解消法改正に伴う、民間事業者による合理的配慮の提供促進

（幼少期からの福祉体験の推進）

○小学生の親子を対象とした介護のしごと体験プログラムを普及

Ⅱ 共生の地域づくり

（多分野連携・協働による地域活動団体への取組の支援）

○「ふじのくに孤独・孤立対策プラットフォーム」による関係団体の相互理解促進

（災害時要配慮者への支援体制の強化）

○市町における要配慮者の個別避難計画の策定促進と計画の実効性向上

Ⅲ 福祉の基盤づくり

（分野横断的な包括的相談支援体制構築の支援）

○重層的支援体制整備事業について、趣旨や必要性を周知して市町の実施を促進

（各福祉分野の包括的な支援施策の推進）

○ヤングケアラーの早期発見・把握、子どもに対するヤングケアラーの理解促進

○認知症基本法における配慮義務等への理解促進、認知症バリアフリーの機運醸成

（ふじのくに型福祉サービス等の推進）

○居場所づくりや共生型福祉施設に取り組もうとする団体や事業所を支援

（自殺総合対策の推進)

○企業や医療従事者等様々な分野でのゲートキーパーの養成や相談支援体制の強化

（社会的孤立の防止)

○孤独・孤立対策に取り組む各団体の得意分野を活かした多面的支援を促進

（外国人介護人材の確保)

○外国人介護人材の確保・育成・定着に係る支援機能を集約し、介護事業所を一体的に支援

Ⅲ 福祉の基盤づくり 現状 目標

【成果指標】

包括的相談支援体制の整備を行った市町数
21 市町

(R4)

35 市町

(R6)

【活動指標】

（新）就労支援事業等に参加した者のうち、就労

した者及び就労による収入が増加した者の割合

37.4％

（R4）

50％

(R7)

（新）ＥＰＡ、特定技能等による外国人介護職員

の県内受入者数

559 人

（R4）

697 人

（R8）

Ⅰ 共生の意識づくり 現状 目標

【成果指標】

困っている人を見かけた際に声をかけたこ

とがある県民の割合

31.3％

(R4)

40％

(R7)

【活動指標】

「共生・共育」の推進に向け、居住地域での

交流を実施した児童生徒の数

948 人

(R4)

1,500 人

(R7)

Ⅱ 共生の地域づくり 現状 目標

【成果指標】

県民の地域活動への参加状況
79.5％

(R4)

87％

(R7)

【活動指標】

（新）優先度が高い避難行動要支援者の個別

避難計画の作成が完了した市町数

11 市町

(R4)

35 市町

(R7)
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